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魅力ある地域づくりを支える自治体間の広域連携 
～名古屋市を中心とする近隣市町村との事例を通じて～ 

公益財団法人 中部圏社会経済研究所 
企画調査部 主任研究員 紀村 真一郎 

はじめに  

市町村の合併の特例に関する法律｢合併特例法｣（平成 16 年法律第 59 号）に基づき行わ

れた、いわゆる｢平成の大合併｣を経て、全国の市町村数は、3,232（1999 年 3 月 31 日）

から 1,718（2018 年 4 月 1 日）にまで減少した。これにより、職員・特別職・議員の定数

および報酬の削減や、補助金の整理統合など、行財政の効率化や歳出削減等が一気に進め

られると同時に、利用可能な公共施設数が拡大、住民の利便性が増すなど、住民サービス

が飛躍的に向上した。また、合併特例交付金などを活用して、旧自治体単独では不可能で

あった再開発や公共施設等の大規模整備など、魅力ある地域づくりに向けたさまざまな事

業が実施された。  

その一方で、市町村合併後の自治体数を 1,000 とする政府目標には遠く及ばず、平成の

大合併を経てもなお、人口 5 万人未満の自治体数が全自治体の７割（約 1,200）存在し、

さらに、全自治体の３割（約 500）ほどは人口１万人未満の自治体という結果に至ってい

る 1。今後、経験したこともない急激な人口減少や高齢化社会が到来する将来を鑑みると、

魅力ある地域づくりのために必要不可欠な行政サービスを単独自治体によって維持してい

くことがさらに困難な状況に陥ることが見込まれる。また、人口が集中している三大都市

圏では、2040 年代にかけて、急激な高齢化に見舞われることとなる。  

本論文では、魅力ある地域づくりを支える持続可能な行政サービスの実現における広域

連携の必要性を述べるとともに、名古屋市を中心とした近隣市町村との広域連携事例を取

り上げ、2040 年を見据えた新しい形の自治体間の広域連携のあり方を論じる。  

 

1. 広域連携の必要性  

地方制度調査会 2（1952 年設置）では、平成の大合併に向けた市町村合併を推進する答

申が長らく続いていたが、第 29 次地方制度調査会による｢今後の基礎自治体及び監査・議

会制度のあり方に関する答申｣（2009 年 6 月）において、1999 年以来の全国的な合併推進

運動については、2010 年 3 月末までで一区切りとすることが適当であると明記された。そ

の一方で、第 31 次地方制度調査会による｢人口減少社会に的確に対応する地方行政体制及

びガバナンスのあり方に関する答申｣（2016 年 3 月）では、｢広域連携等による行政サービ

スの提供｣と題して以下のような考えが示されている。  

 人口減少社会において、高齢化や人口の低密度化等により行政コストが増大する一方、

資源が限られる中、行政サービスを安定的、持続的、効率的かつ効果的に提供するた

 
1  総務省 (2016)  
2  内閣総理大臣の諮問に応じ、地方制度に関する重要事項を調査審議する内閣府の審議会の一つ。  
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めには、あらゆる行政サービスを単独の市町村だけで提供する発想は現実的ではなく、

各市町村の資源を有効に活用する観点からも、地方公共団体間の連携により提供する

ことを、これまで以上に柔軟かつ積極的に進めていく必要がある。  

 三大都市圏においては、地方圏に比べ、市町村合併が進んでおらず、市町村間の広域

連携をより進めるべきである。  

このように、地方行政体制のあり方に関する基本的な考え方において、｢市町村合併｣か

ら｢広域連携｣へと舵が切られ、以前にも増して自治体間の広域連携の重要性が高まってお

り、特に、三大都市圏は、より一層、広域連携を推進していく必要性を示している。  

実際、３大都市圏の１つを形成する大阪府で

は、平成の大合併時においても、唯一、堺市に

よる美原町の編入合併が行われただけであった。

ただ、全 43 市町村（33 市 9 町 1 村）のうちの

約半分が人口 10 万人以上の自治体であり〔図

１〕、以前から比較的に人口規模が大きな自治体

による行政サービスの提供が行われてきた。  

一方、同じく３大都市圏の１つを抱える愛知

県では、県内市町村数が 88（31 市 47 町 10 村）

から 54（38 市 14 町 2 村）へと減少したものの、

減少率は 38.6%（全国平均減少率 46.8%）と低

い 3。その結果、平成の大合併を経てもなお、全

54 市町村の７割強にあたる 39 市町村が人口 10

万人未満の自治体となっている〔図２〕。県内の

東部地域では、合併後の各自治体面積が大きく

増加し、広域的なまちづくりや行財政の効率化

が進められたが、県内の西部地域では、大手企

業の本社や工場の立地により、財政力豊かな自

治体が多かったこともあって、一部地域での市

町村合併にとどまった。  

総務省の自治体戦略２０４０構想研究会 4が

取りまとめた報告書では、市町村が全分野の施

策を手掛けるフルセット主義を脱却し、圏域単位の行政を標準にしなければならない旨が

明記されている。これを受け、｢人口減少が深刻化し高齢者人口がピークを迎える 2040 年

 
3  総務省 (2018b)  
4  今後、我が国が本格的な人口減少と高齢化を迎える中、住民の暮らしと地域経済を守るためには、自治体が行
政上の諸課題に的確に対応し、持続可能な形で、質の高い行政サービスを提供する必要があり、多様な自治体
行政の展開によりレジリエンス（社会構造の変化への強靱性）を向上させる観点から、高齢者（ 65 歳以上）人
口が最大となる 2040 年頃の自治体が抱える行政課題を整理した上で、バックキャスティングにより今後の自治
体行政のあり方を展望し、早急に取り組むべき対応策を検討することを目的として開催されている総務大臣主
催の研究会。総務省 HP(http:/ /www.soumu.go.jp/main_content/000508476.pdf )参照。  

図 １ 大 阪 府 の人 口 規 模 別 市 町 村 数 の割 合  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出 所 ：総 務 省 ｢平 成 27 年 国 勢 調 査 ｣より筆 者 作 成  
 
 

図 ２ 愛 知 県 の人 口 規 模 別 市 町 村 数 の割 合  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出 所 ：総 務 省 ｢平 成 27 年 国 勢 調 査 ｣より筆 者 作 成  
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ごろから逆算し顕在化する諸課題に対応する観点から、圏域における地方公共団体の協力

関係、公・共・私のベストミックスその他の必要な地方行政体制のあり方について、調査

審議を求める。｣との諮問がなされ、第 32 次地方制度調査会（2018 年 7 月）が設置され

た。同調査会では、広域的な行政課題に対して、生活圏・経済圏を同一にする地方公共団

体が連携・協力して対応することが求められるのであり、連携円滑化のためのコミュニケ

ーションなどが重要であると指摘 5しており、複数の市町村で構成される｢圏域｣による連携

が求められている。人口減少社会における高齢化や人口低密度化による行政コストが増大

していく中で、限りある資源を有効的かつ効率的に活用しながら、自治体の使命である行

政サービスの提供を維持するとともに、地域経済の活性化による魅力ある地域づくりを行

っていく上で、広域的な連携は有効な手段の一つとなり得る。事実、人口規模の小さな自

治体においては、ごみ処理やし尿処理、火葬場といった一定規模の需要がなければ稼働率

が上がらず、効率性が低下するような行政サービスの提供を維持していくため、協議会や

一部事務組合などを設立する等、広域連携による共同処理が既に必要不可欠な状況となっ

ている。  

 

2. 名古屋市を中心とする近隣市町村との広域連携  

名古屋市では、強い大都市圏の形

成を目指すべく、1986 年度より、名

古屋市から半径 20km 内に位置する

日常的関りの深い 31 市町村（23 市

7 町 1 村）の市町村長が一堂に会す

る｢近隣市町村長懇談会｣を開催し、

早い段階から近隣市町村間との相互

理解を深めてきた。2012 年度からは、

知多地域の 2 市 5 町を加え、名古屋

市と 38 市町村（26 市 11 町 1 村）6〔図

３〕と、自治体間の相互協力や連携

活動を進めるとともに、その時々の

広域行政課題について意見交換を行

い、積極的な協力・連携活動に取り

組んでいる。  

2011 年度からは、本圏域の広域連携による活動を推し進めるべく、近隣市町村長懇談会

に参加している 39 市町村の課長級職員を構成員とする｢広域連携に関する研究会｣を設置

し、具体的な連携方法等について協議を進めてきた。その結果、2013 年度から防災分野を

 
5  森源二 (2019)  
6  本圏域の総人口は愛知県全体の８割強（ 576.5 万人）、総面積は愛知県全体の半分以上（ 2,688.6 ㎢）を占め、愛
知県内全 54 市町村の約７割にあたる 39 市町村が含まれる（国勢調査（ 2015 年）参照）。  

図 ３ 近 隣 市 町 村 懇 談 会 構 成 39 市 町 村  

            （愛 知 県 内 全 市 町 村 数 ：54）  
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リーディングプロジェクトと位置付け、｢近隣市町村防災担当課長会議｣を設置し、防災力

強化に向けた取組みを行っている。これにより、39 市町村と生活協同組合コープあいちと

の間で｢名古屋市近隣市町村との災害時応急生活物資供給等の協力に関する協定｣の締結

（2014 年 7 月）に至っている。  

さらに、2014 年度からは、若手・中堅職員向けに 39 市町村間の情報共有や実験的なプ

ロジェクトの実施などを通じ、圏域への視野を広く持った人材の育成と自治体間のネット

ワーク構築を進めるべく、｢広域連携に関する研究会ワーキンググループ｣（以下、｢研究会

ＷＧ｣という）を設置している。当財団では、2017 年度から、研究会ＷＧの運営を支援し

ており、ここからは、研究会 WG を通じて実施した各自治体の施策における強みや課題に

関するアンケート調査および各自治体の事業担当部署へ広域連携に関するアンケート調査、

ならびに新たな広域連携の取組みを紹介する。  

 

2.1 自治体の強みと課題  

各自治体が力を入れている施策や直面している課題などを把握すべくアンケート調査

を実施した。｢強みの施策・自治体の強み｣では、主な分野別に集計〔図４〕すると、｢充実

した子育て・教育環境｣が最も多く、次いで｢地域観光資源の維持・活用｣、｢防災・医療体

制の充実｣の順となった。日本全体が人口減少化社会に突入したことを受け、人口増加に結

び付くような｢子育て｣や｢教育環境｣に重点を置いた施策を展開し、これを強みとして挙げ

ている自治体が多いことが分かる。  

一方、各自治体における｢課題の施策・自治体の課題｣を主な分野別に集計〔図５〕する

と、｢産業振興｣に次いで、｢少子高齢化対策｣、｢若者定住・子育て支援｣の順となるなど、

強みと課題に同様の分野が並ぶ結果となった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このことは、各自治体が強みとして｢充実した子育て・教育環境｣に関する施策を挙げな

がらも、これらの施策によって期待した成果が上げられていなかったり、他自治体よりも

図 ５ 課 題 の施 策 ・自 治 体 の課 題 （分 野 別 割 合 ）  
*回 答 自 治 体 数 :30（複 数 回 答 有 り） 

 
 
 
 
 
 

図 ４ 強 みの施 策 ・自 治 体 の強 み（分 野 別 割 合 ）  
*回 答 自 治 体 数 :30（複 数 回 答 有 り） 

 
 
 

出 所 ：名 古 屋 市 ｢平 成 29 年 度  広 域 連 携 に関 する研 究 会 ワーキンググループ 最 終 報 告 書 ｣より筆 者 作 成  
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効果的な施策を打ち出せていなかったりするなど、各自治体が直面している、あるいは遅

からず直面する人口減少社会への効果的な施策を打ち出せずにいる現状を表している。  

また、課題に挙げられている｢産業振興｣については、働き口の確保による人口増加を見

込んでいるだけでなく、住民税や固定資産税の増加による安定的な財政運営の確保を見据

えた上で、課題として取り組んでいきたいと述べていることが研究会ＷＧの中で明らかと

なった。さらに、国内企業による海外現地生産の拡大、それに伴う国内生産の縮小による

輸出の減少に加え、人口減少による国内消費の落ち込みや人手不足など、国内産業を取り

巻くさまざまな厳しい環境から、｢産業振興｣を課題として挙げる自治体が多かったものと

推測される。  

 

2.2 近隣市町村との連携について  

 各自治体における分野別の広域連携の状況などを把握するため、39 市町村の 14 分野【防

災、研修、企画、観光、環境、高齢者、子ども、農業、スポーツ、生涯学習、学校教育、

学校給食、図書館、交通】の担当部署に対して、広域連携に関するアンケート調査｢近隣市

町村との連携について｣を実施した。以下、本アンケート調査の一部を紹介する。  

なお、本アンケート調査の実施にあたっては、まず、広域連携が必要だと思われる 14

分野を選出し、次に、アンケートの項目を選定するなど、当該圏域を構成する 39 市町村

が必要とするアンケート調査となるよう、研究会ＷＧにて検討した。また、研究会ＷＧを

活用し、当該圏域の全市町村の意見をできる限り把握できるよう、研究会ＷＧに参加して

いる 39 市町村の企画担当職員を窓口として、各市町村の 14 分野の担当部署へのフォロー

を実施するなどしてアンケート回収率 100％（全回答数 561） 7を実現した。  

 

(1) 既存の広域連携事業の状況  

本圏域の自治体が個別に実施して

いる広域連携事業については、【防災】

【子ども】【企画】分野でそれぞれ約

100 事業、【学校給食】を除くそれ以

外の分野でも 70 以上とさまざまな

分野で多くの広域連携事業が既に実

施されており、その多くが隣接する

自治体同士によるものである。ただ、

１つの自治体が同様の連携を自治体

ごとに相互に結んでいるような広域

連携事業、例えば災害時相互応援協

定では、A 自治体が B 自治体および

 
7  同一自治体の複数担当部署･課の回答を含む。  

出 所 ：名 古 屋 市 ｢平 成 29 年 度  広 域 連 携 に関 する研 究 会  
ワーキンググループ 最 終 報 告 書 ｣より筆 者 作 成  

図 ６ 圏 域 自 治 体 における分 野 別 広 域 連 携 事 業 数  
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図 ８ 広 域 連 携 のデメリット（全 14 分 野 合 計 ）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

*同 一 自 治 体 の複 数 担 当 部 署 ･課 の回 答 を含 む  
*１回 答 につき、最 大 ３つまでのメリットを含 む  

 
 出 所 ：名 古 屋 市 ｢平 成 29 年 度  広 域 連 携 に関 する研 究 会  

ワーキンググループ 最 終 報 告 書 ｣より筆 者 作 成  

C 自治体との間で締結されている一方で、B 自治体と C 自治体との間では締結されていな

いなど、関連自治体によるより広域な連携が望まれる既存事業も多く見受けられた。  

 

(2) 広域連携のメリット  

広域連携のメリット〔図７〕では、

全体として、｢情報や取組方法等のノウ

ハウの共有｣が最も多く、次いで｢他市

町村とのコミュニケーション機会の増

加｣の順となった。  

ただし、一部の分野ではその傾向が

異なっており、【研修】においては、そ

の順序が逆転しており、｢他市町村との

コミュニケーション機会の増加｣が一

番のメリットとなった。このことは、

日常業務において、他市町村の職員と

接する機会が限られている中、研修が

交流の場としての役割も担っているこ

とを示している。  

また、以下の４分野については、１番目に多かったメリットが全体と同じ｢情報や取組

方法等のノウハウの共有｣であったものの、２番目に多かったメリットが上記と異なってお

り、【環境】と【高齢者】については、｢参加自治体における類似事業の共同化等による事

務の効率化｣、【図書館】と【交通】については、｢事業や住民へのサービスの質の向上｣

となるなど、分野によって広域連携におけるメリットの捉え方に違いが生じることが明ら

かとなった。その背景としては、【環境】・【高

齢者】分野は、同一、あるいは同様の施策

や制度にのっとって業務を遂行しており、

また、【図書館】・【交通】分野は、受益者で

ある利用者の利益向上を最優先に考えてい

ることによるものだと推測される。  

 

(3) 広域連携のデメリット  

広域連携のデメリット〔図８〕では、全

分野において、｢広域化による事業や意思決

定の複雑化｣が最も多く、次いで｢事業や住

民へのサービスの質の低下｣の順となった。 

         図 ７ 広 域 連 携 のメリット（全 14 分 野 合 計 ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

*同 一 自 治 体 の複 数 担 当 部 署 ･課 の回 答 を含 む  
*１回 答 につき、最 大 ３つまでのメリットを含 む  

出 所 ：名 古 屋 市 ｢平 成 29 年 度  広 域 連 携 に関 する研 究 会  
ワーキンググループ 最 終 報 告 書 ｣より筆 者 作 成  
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分野 内　容

防 災 広域避難、災害時の物資供給、合同防災訓練、合同研修、相互応援協力

研 修 合同研修、研修の相互開放・情報交換

企 画 シティプロモーション、人口減少対策、公共施設の共同利用・運用

観 光 広域的な観光ルート・マップの作製、歴史的・地理的つながりを生かした連携

環 境 ゴミ・災害廃棄物の広域処理、統一ルールの策定・共同指導、普及啓発活動

高齢者 徘徊高齢者対策、研修（現場研修、実地指導など）

子ども 広域保育、施設型給付費関連事務

農 業 有害鳥獣対策、農地の有効活用、豊作物の共同販売・PR

スポーツ イベントの共催・協力、体育施設の相互利用・運用

生涯学習 イベントの共催・協力、講師・人材の情報共有・活用

学校教育 学校施設の長寿命化対策、施設・システムの共同整備・運用

学校給食 共同購入・共同運用、給食費の徴収業務、アレルギー対策

図書館 図書の相互利用、イベントの共催・協力

交 通 公共交通の広域化、情報共有など

表 １ 広 域 連 携 の分 野 別 ニーズ 

出 所 ：名 古 屋 市 ｢平 成 29 年 度  広 域 連 携 に関 する研 究 会  
ワーキンググループ 最 終 報 告 書 ｣より筆 者 作 成  

また、上記選択肢以外のデメリットも｢その他｣としていくつか記述されており、共通事

項としては、｢事務局となる自治体の負担が大きくなる｣、｢出張の増加や事案の調整等の人

的負担が増加する｣、｢意思決定のスピードの鈍化｣など、広域連携ならではのデメリットが

挙げられた。  

さらに、分野別では、各分野固有の諸条件から、さまざまなデメリットが見受けられた。

例えば、【学校給食】分野では、｢食材の地産地消の推進を図ることが困難となる｣や｢自校

調理や共同調理などの、自治体によって異なる調理方式の統一｣などといった｢独自性の喪

失｣を広域連携のデメリットとして捉えていることが分かった。  

これ以外の分野でも、固有のデメリットとしてさまざまな意見が寄せられているものの、

その根本には、各自治体が創意工夫を凝らし、独自性を生かしながら取組んでいる事業や

サービスが、広域連携に伴う事業の広域化によって均一化されてしまうのではないかとい

う危機感が背景にあることが伺える。  

 

(4) 広域連携の分野別ニーズ  

行政課題の広域化への対応

として、また、行財政の効率

化を図り、持続可能な魅力あ

る地域づくりを行っていくた

めとして、広域連携は有効な

手段の一つと考えられるが、

本アンケート調査により、主

に以下の分野別の新たな広域

連携のニーズがあることが分

かった〔表１〕。これらのニーズ

においては、単独自治体では対応が困難、あるいは広域的な対応が必要不可欠なものが多

く挙げられている。また、単独の自治体よりも複数の自治体で広域的に取り組んだ方が、

資金・人材・施設・専門知識といった限りある資源を有効的かつ効率的に活用することが

可能となるものも多く、いずれも広域連携の必要性が高い項目ばかりとなっている。  

 

2.3 高齢者分野における新たな取組み  

 研究会ＷＧを通じて、各自治体が直面している、あるいは遅からず直面する人口減少社

会や高齢化社会への効果的な施策をなかなか打ち出せずにいる現状が明らかとなった。ま

た、広域化による事業や意思決定の複雑化への懸念や、各自治体が創意工夫を凝らし、独

自性を生かしながら取り組んでいる事業やサービスが、広域化によって均一化されるので

はないかという広域連携に対する不安を抱えていることも浮き彫りとなった。平成の大合

併時においても、地域の創意性や独自性といった地域アイデンティティの喪失を理由に、
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合併に異を唱えた市町村も多かった。本圏域では、広域連携を進めていくにあたって、こ

の点に配慮していく必要がある。  

したがって、新たな分野別のミーティングなどへの参画については各市町村に委ねるこ

ととして、例えば、【企画】分野では、A 市、B 市、C 市、【観光】分野では、B 市と C 市、

【高齢者】分野では、A 市と C 市が参画するような仕組みとなり、参画する自治体が３分

野それぞれで異なることを想定している〔図９〕。  

名古屋市では、2017 年度に実施したアンケート結果を受け、さらなる分野での連携に向

け、研究会ＷＧによって明らかとなった自治体の個々の意見を十分に踏まえつつ、リーデ

ィングプロジェクトと位置付けて設置されている【防災】分野以外に、その後のニーズ調

査などにより要望の高かった分野については、担当者も交えたミーティングなどの開催に

ついて継続して調整を行ってきた。その結果、2018 年度に、【高齢者】分野における新た

な取組みとして、｢認知症高齢者の行方不明に係る取組み状況に関する情報共有の場｣の開

催が実現した。ここでは、各自治体の認知症高齢者の行方不明に係る取組み状況に関する

調査や、現在の広域的な課題や対応についてグループワークを実施した。  

ここでは、認知症高齢者の行方不明に係る取組み状況に関する調査では、認知症高齢者

の行方不明時における取り得る｢可能な捜索手段｣と｢実際に使った捜索手段｣〔図 10〕の違

いが明らかとなった。また、｢②GPS 等の位置情報検索システムの活用｣が２番目に多い可

能な捜索手段となっている一方で、実際の捜索手段としての活用実績が４割に届いていな

いことが分かる。そして、３番目に多い可能な捜索手段である｢③市町村等職員による捜索｣

が２番目に多く使われた捜索手段となるなど、自治体職員への負担が大きいことなどの課

題も浮き彫りとなった。さらに、グループワークでは、｢メール配信の相互協力｣や｢模擬訓

練等の共同実施｣、｢情報共有｣、｢共通施策の導入検討｣などを含め、情報共有や相互協力、

ネットワーク強化等における広域的な取組みを今後行っていきたいとの意見も多く寄せら

れており、高齢者分野における新たな広域連携の取組みが継続される予定である。  

図 ９ 分 野 別 の担 当 者 ミーティングの設 置 イメージ  

出 所 ：名 古 屋 市 ｢平 成 29 年 度  広 域 連 携 に関 する研 究 会 ワーキンググループ 最 終 報 告 書 ｣より転 載 （一 部 修 正 ） 
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また、2019 年度からの新たな取組みとして、研究会 WG で作成した広域連携に関する

研修資料を用い、一部自治体の職員研修に広域連携研修プログラムが組み込まれることと

なった。このように、本圏域の広域連携に関する活動は継続的に実施されており、さまざ

まな行政課題解決の手法としての広域連携に、より一層大きな期待が寄せられている。  

 

3. 魅力ある地域づくりを支える自治体間の広域連携  

これまで進められてきた定住自立圏 8（圏域人口 1,867 万人）や連携中枢都市圏 9（圏域

人口 4,450 万人）は、両圏域人口（6,317 万人）が総人口の約半分しかカバーしておらず、

これらの圏域以外においては、広域連携をより一層積極的に進めていく必要がある。ただ、

これまでの定住自立圏や連携中枢都市圏などの圏域を対象とした多くの連携では、圏域の

範囲を固定しているため、当該圏域に含まれる全自治体が参画し、対象とする全分野の行

政サービスを圏域内のすべての自治体と連携して行っている。  

しかしながら、研究会ＷＧで実施したアンケート調査の対象である 14 分野のように、

広域連携の対象となり得る行政サービスが多様化し、また、各自治体におけるニーズや優

先する分野に温度差があるのも事実である。よって、圏域の範囲を固定して設定された一

般的な広域連携ではなく、名古屋市のような広域連携の対象となる行政サービス分野ごと

に参画する自治体が異なるような柔軟な仕組みが、新しい広域連携の形として必要である。 

人口減少・少子高齢化という大きな課題に対し、各地域がそれぞれの特徴を生かした自

律的で持続的な社会を創生する｢まち・ひと・しごと創生総合戦略｣10では、基本目標の一

つである｢時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携す

る｣ために｢地域連携｣を推進することが示されている。  

 
8  市町村の主体的取組として、｢中心市｣の都市機能と｢近隣市町村｣の農林水産業、自然環境、歴史、文化など、
それぞれの魅力を活用して、 NPO や企業といった民間の担い手を含め、相互に役割分担し、連携・協力するこ
とにより、地域住民のいのちと暮らしを守るため圏域全体で必要な生活機能を確保し、地方圏への人口定住を
促進する政策。総務省 HP(http:/ /www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/teizyu/ )参照。  

9  相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の市町村と連携し、コンパクト化とネットワーク化により
｢経済成長のけん引｣、｢高次都市機能の集積・強化｣および｢生活関連機能サービスの向上｣を行うことで、人口
減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成する政策。
総務省 HP(http: / /www.soumu.go. jp/main_sosiki/ j ichi_gyousei/renkeichusutoshiken/index.html )参照。  

1 0  まち・ひと・しごと創生本部 (2014)  

出 所 ：名 古 屋 市 ｢認 知 症 高 齢 者 の行 方 不 明 に係 る取 組 み状 況 に関 する情 報 共 有 の場 ｣配 布 資 料 より筆 者 作 成  

図 10 認 知 症 高 齢 者 の行 方 不 明 時 における取 組 みと使 用 実 績  
*回 答 自 治 体 数 :36（複 数 回 答 有 り） 
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また、総務省の自治体戦略２０４０構想研究会の第一次報告（ 2018 年 4 月）においても、

｢個々の市町村が行政のフルセット主義を排し、圏域単位で、あるいは圏域を越えた都市・

地方の自治体間で、有機的に連携することで都市機能等を維持確保することによって、人

が人とのつながりの中で生きていける空間を積極的に形成し、人々の暮らしやすさを保障

していく必要がある。｣と指摘されている。  

高齢化の進展に伴う歳出の増加に加え、人口減少社会による歳入の減少など、今後の各

自治体の財政状況を鑑みると、人口規模の小さな自治体が自己完結型のフルセットでの行

政サービスを維持していくことは、非効率にならざるを得ない。また、働き手の縮小によ

る行政サービスの担い手の減少も深刻となっており、実際、一部の自治体における公務員

試験の受験者数の減少が既に始まっている。自治体の使命として、魅力ある地域づくりを

支える行政サービスを維持しつつ、地域経済の活性化も図っていくには、さらなる選択と

集中による行財政の効率化や歳出削減などの行財政改革に取り組んでいく必要がある。そ

の際、自治体間の広域的で柔軟な連携を分野別に行うことで、ある程度の人口を有する圏

域による広域的で多様な行政サービスとして対応していくことが可能となる。自治体間の

広域連携が進むことで、規模の経済性による行財政の効率化や歳出削減による財政状況の

改善が進み、魅力ある地域づくりを支える持続可能な行政サービス体制の構築を実現する

ことが可能となる。  

 

おわりに  

今まで経験したことがない人口減少社会に突入し、多くの自治体がそのことに危機感を

抱いていることは明らかである。しかしながら、それらを含めた行政課題に対する独自の

抜本的な解決方法を見いだし、将来の魅力ある地域づくりを描くような施策を立案するこ

とは、もはや単独自治体では困難な状況となりつつある。人口減少社会において、これま

で通りの行政サービスを維持していくためには、自治体間における広域連携は必要不可欠

であり、各自治体の行政サービスを持続可能なものとしていくため、日常的に関りの深い

生活圏を中心とする圏域内で、周辺自治体と広域連携することが有効となる。  

これまでの自治体間の広域連携においても、別法人の設立を要する一部事務組合や広域

連合から、法人の設立を要しない連携協約、協議会や機関等の共同設置、事務の委託や代

替執行などを活用し、一定の成果が挙げられているものの、そこに至るまでの合意形成に

は、多くの時間と労力が費やされてきた。しかしながら、既に日本は人口減少社会に突入

しており、行政サービスを持続可能なものとして今後も提供していくため、一刻も早い対

応が求められており、名古屋市の広域連携事例のように、圏域内で連携対象とする分野ご

とに参画する自治体が異なるような、簡素で自由度の高い広域連携の形が積極的に追及さ

れていくべきである。各自治体が地域特性を生かしながら、行政サービスの分野ごとに連

携を行うことを自由に選択できる新しい形による自治体間の広域連携が、2040 年を見据え

た魅力ある地域づくりに求められている。   
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